
Ⅳ

200－令和７年度森林及び林業の動向 

２．国有林野事業の具体的取組 

(１)公益重視の管理経営の一層の推進
(ア)重視すべき機能に応じた管理経営の推進
(機能類型区分に応じた森林施業等の推進)

国有林野事業では、管理経営基本計画に基づき公益重視の管理経営を一層推進するとい
う方針の下、国有林野を、重視すべき機能に応じて「山地災害防止タイプ」、「自然維持
タイプ」、「森林空間利用タイプ」、「快適環境形成タイプ」及び「水源涵

かん
養タイプ」の

５つに区分している(資料Ⅳ
－３)。木材等生産機能につい
ては、これらの区分に応じた
適切な施業の結果として得ら
れる木材の計画的な供給によ
り発揮するものと位置付けて
いる。 

また、間伐の適切な実施や
主伐後の確実な更新を図るほ
か、複層林への誘導や針広混
交林化を進めるなど、多様な
森林を育成するとともに、林
地保全や生物多様性保全に配
慮した施業及び花粉発生源対
策に取り組んでいる。 
(治山対策の推進) 

国有林野には、公益的機能を発揮する上で重要な森林が多く存在し、令和６(2024)年度
末時点で面積の約９割に当たる687万haが水源かん養保安林や土砂流出防備保安林等の保
安林に指定されている。これらの保安林において、森林の造成等を通じて森林の機能を維
持・向上させ、山地災害等から国民の生命・財産を守ることに寄与するため、機能の低下
した森林の整備、集中豪雨や台風等により被災した山地の復旧整備等を推進する「国有林
治山事業」を行っている。 

さらに、民有林野においても、事業規模の大きさや高度な技術の必要性を考慮し、国土
保全上特に重要と判断されるものについては、都道府県からの要請を踏まえ、「民有林直
轄治山事業」を行っており、令和７(2025)年度は16県22地区の民有林野でこれらの事業を
行っている。 

このほか、大規模な山地災害が発生した際には、専門的な知識・技術を有する職員の被
災地派遣やヘリコプターによる被害調査を実施していることに加え、平時においてもドロ
ーンを活用した被害状況の早期把握に向けた共同訓練を行うなど、民有林への協力・支援
に取り組んでいる(事例Ⅳ－１)。  

機能類型区分ごとの管理経営の考え方

注：面積は、令和７(2025)年３月31日時点の値である。 
資料：農林水産省「令和６年度 国有林野の管理経営に関する基本計画の

実施状況」 
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(路網整備の推進) 
国有林野事業では、機能類型に応じた適切な森林の整備・保全や林産物の供給等を効率

的に行うため、自然条件や作業システム等に応じて林道及び森林作業道を適切に組み合わ
せた路網の整備を進めている。また、効率的な路網整備に向け、情報通信技術(ICT)を活用

ドローンを活用した山地災害時情報収集訓練の実施 

現地でのドローン飛行 
(高知県大豊町) 

事例Ⅳ－１ 

ドローンからの配信映像 

四国森林管理局は、民有林支援の一環として、嶺北森林管理署や高知県内の４町村
（大豊

おおとよ

町
ちょう

、本山
もとやま

町
ちょう

、土佐
と さ

町
ちょう

、大川村
おおかわむら

）、愛媛森林管理署や愛媛県内の３市町（西 条
さいじょう

市、松野
ま つ の

町
ちょう

、久万
く ま

高原
こうげん

町
ちょう

）との合同で、ドローンを活用した山地災害時の情報収集
訓練を令和７(2025)年10月に実施した。
 訓練は、集中豪雨や大規模林野火災等による山地災害に際し、市町村と森林管理
局・森林管理署が連携して、ドローンの活用により被害状況等を迅速かつ円滑に把
握できるよう、知識・技能の習得及び関係者間の共通認識の醸成を図る目的で実施
された。
 訓練当日は、低軌道衛星による高速通信システムの活用により、携帯電話がつな
がらない山間部を含む高知県大豊町及び愛媛県西条市の民有林の現場においてドロ
ーンで空撮した映像を、森林管理局や各市町村等の庁舎にリアルタイムで配信した。
森林管理局、大豊町及び西条市の担当者は、配信された映像を見ながら、現場のド
ローン操作者に対して撮影箇所に関する指示を行った。さらに、大容量ファイル転
送システムにより、空撮した映像データ等の成果物を、現場と庁舎との間で迅速に
送受信する訓練等も併せて実施した。
 参加した市町村からは、「航空写真や地上からでは被害の全容把握が難しかったよ
うな箇所も、ドローンであればよく見えることが分かった。実際の山地災害発生時
にも是非、森林管理署等の協力をお願いしたい」「平時から訓練や森林管理署等との
連携を重ね、山地災害の発生時にその成果を活かせるようにしたい」「緊急時の迅速
な情報収集につながるよう、この訓練が定期的に実施されることを希望する」など
の声があった。
 四国森林管理局では、今後もこのような取組を通じて、山地災害発生時の迅速な
情報収集や、地方公共団体と連携した対応を図っていくこととしている。
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